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○ 特定国立研究開発法人は、ガバナンスを含めた強い責任が課される

ものであり、主務大臣及び総合科学技術・イノベーション会議が、国民

の税金を使って研究開発が行われていることを意識して、その成果に

ついて評価を厳しく行っていくことが重要である。 

 

○ また、先般の「秋の行政事業レビュー」では、スーパーコンピュータ

ーや国際宇宙ステーションといった科学技術ビッグプロジェクトにつ

いて議論し、多額の投入予算に見合った成果が得られているか等につ

いて国民に分かりやすく説明すべきとの指摘がなされた。これらに限

らず、科学技術予算について、当会議におかれては、しっかりと国民に

対する説明責任を果たすようお願いする。 

 

以上 


